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研究成果の概要（和文）：　本研究の研究の柱は，教育に関わる混合寡占市場モデルの構築，人的資本蓄積モデ
ルの構築と，外部性の研究の3つで，それらを統合することを最終目的としていた。
　そのうち，寡占市場モデルに関しては，公的サービスの供給に関する政治経済学的分析を行い，また外部性の
研究に関しては公的中間財が持つ生産外部性の研究と，日本の地方財政を踏まえた水平的な財政競争のモデルの
構築を行った。
　これらを統合する形での教育制度設計のモデルの構築には至っていないものの，その基礎となる研究について
は一定の成果が得られているものといえる。

研究成果の概要（英文）： The three main components of this research are the construction of mixed 
oligopoly model for education, the construction of the model of human capital accumulation and the 
research on externality, and the final objective is to integrate these three components.
 As for the construction of oligopoly model, the political economic analysis on supply of public 
service has been done and as for the research on externality, the production externality of public 
intermediate goods has been investigated and a horizontal fiscal competition model reflecting Japan'
s local public finance system has been constructed.
 Though the model for education system by integrating the above models has not been constructed, the
 basic researches for the integration have been shown.

研究分野： 教育経済学

キーワード： 教育経済学　混合寡占　水平的財政競争

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　学術的意義は，公的サービスの供給のありかたに関する理論分析を発展させた点と，既存研究の水平的な財政
競争のモデルの発展を試みた点の2つがあげられる。これらを今後統一することで，水平的な競争環境下で公的
サービスをどのように供給すればよいか，またその際に外部性が存在するときにはどのように調整が必要となる
か等を明らかにすることができる。
　このような学術的意義は，現実の経済に応用する，特に教育システムを構築する上で活かされる。教育という
社会に広く外部性を有する公的サービスを，地域間の競争が潜在的に存在する際に国としてどのようなシステム
にすべきかを考えることができるところに，社会的意義が認められる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
本研究は，既存研究の流れの中，主に３つの流れについて焦点をあてていた。 
第 1 は，自らの利潤を最大化する私企業と社会厚生を最大化する公企業が市場にともに存在

する状況を分析することを目的とする混合寡占市場の理論である。これは De Fraja and Delbono 
(1989)をその先駆けとし，特に公企業の存在意義をどのように考えるかに注目される形で，さま
ざまな方面に理論的な発展を見せてきた。そこでは公企業の存在意義を自然独占の状況にそも
そもあること，公共財の供給の必要性があること，ナショナル・ミニマムを達成すべきであるこ
と，そして政府（公企業）が「慈愛心」を有していることなどに求めていた。Cremer and Maldonado 
(2013) に見られるように，教育についてもそれが私的・公的に供給される「混合寡占市場」を考
える必要が，現実に照らし合わせてみてもあることは明らかであった。 
第 2 は，教育を明示的に取り込んだ形で定式化された人的資本蓄積メカニズムを考え，それに

より定常成長経路を描写することを目的とする内生的成長理論である。これは，柳原(2012)にお
いても議論されているように，まず何が人的資本蓄積に寄与するのかを考えた上で，それをどの
ような形で供給するかを考える必要がある。たとえば，教育の受け手の（潜在）能力分布により，
どのような水準の能力の出し手が，どのような水準の教育を供給するかにより教育の効率性と，
それによる人的資本蓄積，すなわち経済成長が決定づけられる。それらを総合的に俯瞰する視点
を持つことが重要であると考えられていた。 
最後に，地方政府が自らの目的に沿った形で政策を行う際に，国全体として中央政府が最適化

を図るための政策について考える財政（垂直的）外部性の理論である。これは Boadway and Keen 
(1996)を嚆矢として，中央政府と地方政府の財政関係を明らかにするとともに，重複課税等の政
策のオーバーラップによる非効率の修正を行うための手段について，これまで多くの議論がな
されてきていた。そこで想定されている政府は， benevolent なものが主流であるが，Keen and 
Kotsogiannis (2003)のように，Leviathans 的なものも存在する。つまり，政府の目的が，財政の垂
直的外部性の議論そして帰結に大きな変化をもたらすことが考えられていた。 
 
２．研究の目的 
これら 3 つの研究の流れに基づき，混合寡占の教育への応用，教育の人的資本蓄積に果たす役

割の再考，そして政府の垂直的関係の中で各政府が有する教育をめぐる目的について議論を行
うべきであると認識していた。そこで，本研究ではこれらの 3 つの流れについてそれぞれ研究を
すすめながらも，それらの統合をはかることで，教育における政府の果たすべき役割について理
論的に明らかにするところに最終目的をおいていた。 
特に本研究によっては，以下の 2 つの点を明らかにすることを目的としていた。1 つめは，教

育における公・私のあり方を明確にした上で，国としてどのような教育制度のデザインを行うべ
きかを，理論的に解明することである。公教育・私教育が混在し，かつ，市場支配力をある程度
有する状況下にある教育の混合寡占市場において，さまざまな目的を有する教育供給主体が存
在しているところで，国が教育制度をどのように構築すべきかを追求することである。 

2 つめは，教育の有する外部性と，中央政府・地方政府間に存在する教育の垂直的財政外部性
の問題を，明確に区別する形で政策的含意をしめすことであった。それに加えて，教育は地方政
府間でもさまざまな形で競争が行われているため，地方財政理論における課税に関する垂直的
外部性・水平的外部性の議論を踏まえて理論分析を行うことをめざしていた。これらにより，本
研究ではそれらの外部性がどのような形で現れ，またそれぞれをどのような形で修正すべきか
を明らかにすることを目的としていた。 
 
３．研究の方法 
本研究は 4 年の研究期間の中，上の学術的背景で触れた 3 つの研究の流れに沿って理論の構

築を行うものである。その基礎となるモデルは，動学的なアプローチとしては世代重複モデルで，
また，静学的なアプローチとしては租税競争のモデル，あるいは財政的外部性のモデルである。 
理論の構築にあたり特に留意した点としては，より現実，特に日本の社会環境を反映したモデ

ルとすること，そして３つの研究の流れを統合していく形でモデルを形成していくことであっ
た。 
 
４．研究成果 
本研究は，結果的には，これらの３つの流れが相互に入り込んだ形で，複数の理論の構築を見

ることとなった。 
まず，混合寡占市場の理論の中に教育供給主体を導入し，「教育の混合寡占市場」を描写する

研究については， Yanagihara and Kunizaki (2016)の中で扱われているさまざまな混合寡占の形態
を踏まえて，教育の導入を図ることをめざした。これについては教育に関連付けられなかったも
のの，金融市場における不完全性が経済成長に与える影響について見た内生的成長理論の構築
が行えた(Hamada, Kaneko and Yanagihara, 2018)。 



 第 2 の，教育を取り込んだ人的資本蓄積メカニズムによる内生的成長モデルを構築すること
については，内生的成長モデルの構築には至らなかったものの，新古典派成長の枠組みにおいて
は Shinozaki, Tawada and Yanagihara (2019)にその成果が見られる。ここでは 2 地域の政府が生産
に資する公的中間財の供給を行っているところで，資本蓄積がどのように行われ，各地域の生産
のパターンがどのように決定づけられるかを見ている。教育そのものではないものの，民間の生
産に資するという意味で公的中間財の供給は教育の供給と解されるため，本来の目的に沿った
モデル構築への過渡的なものとして成果としてあげることができる。 
 第 3 の流れに直接的に関連づけられる理論の構築は見られなかったものの，比較的近いもの
としては，以下の 2 つの研究を挙げることができる。1 つは，政府が政治的な圧力がある下で社
会最適を目指すために公共サービスをどのような形で供給すべきか，つまり，その価格付けをど
のように行うべきかについて明らかにしたモデルの構築(Shinozaki and Yanagihara, 2019)と，もう
1 つは現在の日本の財政状況をより的確に反映する形で，２つの地方政府が税の獲得において水
平的に競争を行う状況を描写したモデルの構築である(加藤・柳原, forthcoming)。 
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